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第 ５ 章  居住水準の状況 
 

５－１  居住密度 

 

 

 

住宅に居住する世帯の１人当たり居住室の畳数は、昭和 53年の 5.86畳から、昭和 58年 6.80

畳、63年 7.66畳、平成５年 8.35畳、10年 9.11畳と調査のたびに増加し、平成 15年には 9.86

畳へと増加した。この結果、昭和53年から平成15年の四半世紀に１人当たり居住室の畳数は1.68

倍となり、居住密度は大幅に緩和されている。 

住宅の所有の関係 昭和 昭和 昭和 平成 平成 平成 昭和 昭和 昭和 平成 平成 平成

53年 58年 63年 5年 １０年 1５年 53年 58年 63年 5年 10年 15年

1) 5.866.807.668.359.119.860.900.830.770.730.700.68

6.257.378.409.3610.2511.250.850.780.710.660.640.61

4.935.596.326.707.287.881.040.960.910.870.840.81

公 営 の 借 家 4.305.375.625.826.316.971.081.001.020.970.920.87

公 団 ･ 公 社 の 借 家 4.594.164.744.675.665.811.091.121.081.200.940.88

民 営 借 家 ( 木 造 ) - - - - - 8.14 - - - - - 0.68

木 造 ･ 設 備 専 用 4.194.505.316.146.70 - 1.131.070.910.790.78 -

木 造 ･ 設 備 共 用 4.054.535.176.466.72 - 1.161.060.910.760.74 -

民 営 借 家 （ 非 木 造 ） - - - - - 8.03 - - - - - 0.81

非 木 造 ･ 設 備 専 用 5.355.906.667.007.49 - 1.000.930.890.860.83 -

非 木 造 ･ 設 備 共 用 4.205.136.105.506.85 - 1.181.010.850.920.78 -

給 与 住 宅 6.066.796.898.079.179.250.960.860.860.780.690.70

持 ち 家

借 家

表5-1　住宅の所有の関係別居住密度－沖縄県（昭和５３年～平成1５年）

１人当たり居住室の畳数  (畳) １室当たり人員 (人)

住 宅 総 数

１）住宅の所有の関係「不詳」を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１人当たり居住室の畳数は 9.86 畳に増加、１室当たり人員は 0.68 人に減少 

図5-1　１人当たり居住室の畳数の推移
          －沖縄県（昭和53年～平成15年）
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図5-2　１室当たり人員の推移

　　　　　－沖縄県（昭和53年～平成15年）
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住宅の所有の関係別に 1人当たり居住室の畳数をみると、持ち家では 11.25畳、借家では 7.88

畳となっており、持ち家の方が広くなっている。借家の内訳をみると、給与住宅 9.25畳が最も広

く、次いで、民営借家（木造）が 8.14畳で、民営借家（非木造）（8.03畳）、公営の借家（6.97

畳）と続き、公団・公社の借家（5.81畳）で最も狭くなっている。 

また、１室当たり人員は、昭和 53年の 0.90人から調査のたびに減少を続け、平成 15年には

0.68人となっている。これを住宅の所有の関係別にみると、持ち家は 0.61人で、借家の 0.81人

と比べるとかなり少なくなっている。 

 

 

５－２  居住水準の推移 

 

 

 

平成 10年から 15年までの 5年間の居住水準の変化をみると、平成 10年の最低居住水準以上の

世帯の割合は 88.2％であったため、この５年間で 0.9ポイント上昇した。住宅の所有の関係別に

みると、持ち家が1.6ポイント上昇し、借家も0.4ポイント上昇して、この 5年間に持ち家と借

家の格差は拡大している。また、借家の内訳でみると、公営の借家が 2.2ポイント、公団・公社

の借家は 7.2ポイント低下し、民営借家は 1.3ポイント、給与住宅は 0.1ポイント上昇している。 

また、平成 10年の誘導居住水準以上の世帯の割合は 37.3％であったため、この 5年間で 4.8

ポイント上昇した。住宅の所有の関係別にみると、持ち家が 7.2ポイント、借家が 2.6ポイント

いずれも上昇している。また、借家の内訳でみると、公団・公社の借家は 2.0ポイント、公営の

借家は 2.7ポイントと、民営借家は 2.8ポイントとそれぞれ上昇したが、給与住宅は 0.5ポイン

ト低下している。 

持ち家で誘導居住水準以上の世帯の割合が大幅に上昇 

図5-3 　住宅の所有の関係別最低居住水準を満たす
   主世帯の割合－沖縄県（平成10年，１5年）
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図5-4  住宅の所有の関係別誘導居住水準を満たす
　　主世帯の割合－沖縄県（平成10年，１5年）

49.5

33.7

15.4

25.5

33.2

41.5

37.3

49.0

36.5

17.4

28.2

35.8

48.7

42.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

給    与    住    宅

民    営    借    家

公団･公社 の借家

公  営   の  借  家

借                   家

持        ち        家

総                   数

（%）

平成15年

平成10年


